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（２）「著作隣接権（財産権）」の保護期間 
①「著作隣接権（財産権）」の保護期間（第１０１条第２項） 

 保護の始まり 保護の終わり 
実演 その実演を行ったとき 実演後７０年 

レコード その音を最初に固定（録音）したとき 発行（発売）後７０年（発行されなか
ったときは、固定（録音）後７０年） 

放送 その放送を行ったとき 放送後５０年 
有線放送 その有線放送を行ったとき 有線放送後５０年 

（注）保護期間は、著作物と同様に、実演、発行、固定、放送、有線放送を行った年の
翌年の１月１日から起算します（39 頁の「 保護期間の計算方法」を参照）。 

 
なお、「実演家人格権」は一身専属の権利とされているため （第 101条の 2）、実

演家が死亡すれば権利も消滅することとなります｡ つまり、保護期間は実演家の「生
存している期間」です。しかし、実演家の死後においても、原則として、実演家人
格権の侵害となるべき行為をしてはならないこととされています （第101条の3）｡ 

 
②旧法下の実演（歌唱実演）、レコードの保護期間 

旧法（昭和 45（1970）年までの著作権法）においては、演奏歌唱及びレコードは
著作権により保護されており、その保護期間は著作者の死後 30 年（団体名義は発行
後 30 年）となっていました（他の著作物と異なり暫定延長はされていません）。その
ため、旧法の著作権の保護期間が新法（現行著作権法）の著作隣接権の保護期間より
長い場合は、旧法による保護期間とし、さらに、この旧法の保護期間が新法施行の日
から 70 年よりも長くなるときは、新法によって新しく保護される実演等との均衡を
考慮して、新法施行後 70 年（2040 年 12 月 31 日）をもって打ち切ることとされてい
ます（附則第 15 条第 2 項）。 

＜例：旧法の保護期間が新法の保護期間より長い場合＞ 
○三波春夫氏（平成 13（2001）年没）が昭和 32（1957）年に行った「チャンチキおけ
さ」の歌唱の場合 
（新法による保護期間）実演後 70 年：令和 9（2027）年 12 月 31 日 
（旧法による保護期間）死 後 30 年：令和 13（2031）年 12 月 31 日  

⇒ 令和 13（2031）年 12月 31日まで保護 

  ＜例：旧法の保護期間が新法の保護期間より長く、新法施行後７０年より長い場合＞ 
○島倉千代子（平成 25（2013）年没）が昭和 32（1957）年に行った「東京だョおっ
母さん」の歌唱の場合 

（新法による保護期間）実演後 70 年：令和 9（2027）年 12 月 31 日 
（旧法による保護期間）死 後 30 年：令和 25（2043）年 12月 31日  

(新法施行後 70年)令和 22（2040）年 12月 31日  
⇒ 令和 22（2040）年 12月 31日まで保護 

１０．著作物を創作した場合の注意点 
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10 著作物を創作した場合の注意点 
―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

著作権は、著作物が創られた時点で「自動的」に付与されますので、著作権の発生に行
政庁等への登録等の手続は一切必要ありません。 

デジタル化・ネットワーク化の急速な進展により、誰もが簡単に他人の著作物をコピ
ーしたり、改変したり、インターネット上に送信するなど、様々な利用を行うことができ
るようになりました。このような状況は、著作物を利用する側にとっては非常に便利です
が、著作者側にとってみれば、自分が意図しない利用をされ、ネットワークを介して世界
中に広まる可能性があり、とても不安な状況です。 

このため、自分の著作物を公表する場合、著作物の利用条件を明確に表示することが
重要です。自分の意図しない利用を防止する観点からも意思を明確に示すようにしましょ
う。意思表示に関するツールとしては、国際的非営利団体が運用している「クリエイティ
ブ・コモンズ・ライセンス」等があります。また、後々のトラブルを防止するためにも、
口頭による契約ではなく「書面」で契約し、使用料や追加報酬等を含む条件についてもし
っかり確認することが重要です。 

著作権は「私権」ですので、権利者が権利を管理することが基本ですが、「著作権等
管理事業者」に管理を委託する方法もあります。我が国では、音楽分野の日本音楽著作権
協会（JASRAC）が有名ですが、音楽分野以外にも、小説、脚本、美術、写真、レコード、
実演等の分野において、複数の著作権等管理事業者が文化庁の登録を受けて管理事業を実
施しています。著作権等管理事業者の登録状況については、文化庁ＨＰに掲載されていま
すので、ご確認ください。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

著作物の利用条件を
「意思表示」すること
が大切 

 

「書面」で契約する
ことが大切 
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【参考１】「クリエイティブ・コモンズ・ライセンス」について 

著作者が自らの著作物を公開する際に、その著作物の利用条件を意思表示するためのツールと
して、「クリエイティブ・コモンズ・ライセンス」というライセンスが国際的に利用されています。 
すべての権利を主張するいわゆる「All rights reserved」と、すべての権利を放棄する「パブリッ

クドメイン（PD）」の間で、いくつかの権利を主張する場合に利用され、「BY（表示）」、「NC（非
営利）」、「ND（改変禁止）」、「SA（継承）」の４つのマークの組み合わせができます。 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

【参考２】「自由利用マーク」について 
文化庁では、3 つのタイプの「自由利用マーク」を作り、文化庁のウェブサイトで公表して

います。それぞれのマークの趣旨や利用範囲に合致する限り、権利者は自由にマークを付ける
ことができます。 
 

「プリントアウト・コピー・無料配布」ＯＫマーク 
「「プリントアウト」「コピー」「無料配布」のみを認めるマーク 
（変更、改変、加工、切除、部分利用、要約、翻訳、変形、脚色、翻案などは含まれません。 
そのまま「プリントアウト」「コピー」「無料配布」をする場合に限られます） 
（会社のパンフレットにコピーして配布することなどは、営利目的の利用ですが、無料配布で
あればできます）  

「障害者のための非営利目的利用」ＯＫマーク 
障害者が使うことを目的とする場合に限り、コピー、送信、配布など、あらゆる非営利目的

利用を認めるマーク 
（変更、改変、加工、切除、部分利用、要約、翻訳、変形、脚色、翻案なども含まれます）  
 
「学校教育のための非営利目的利用」ＯＫマーク 
学校の様々な活動で使うことを目的とする場合に限り、コピー、送信、配布など、あらゆる

非営利目的利用を認めるマーク 
（変更、改変、加工、切除、部分利用、要約、翻訳、変形、脚色、翻案なども含まれます）  

 

 

「「ププリリンントトアアウウトト・・ココピピーー・・無無料料配配布布」」ＯＯＫＫママーークク      
「「ププリリンントトアアウウトト」」「「ココピピーー」」「「無無料料配配布布」」ののみみをを認認めめるるママーークク  

（（変変更更、、改改変変、、加加工工、、切切除除、、部部分分利利用用、、要要約約、、翻翻訳訳、、変変形形、、脚脚色色、、翻翻案案ななどどはは

含含ままれれまませせんん。。そそののまままま「「ププリリンントトアアウウトト」」「「ココピピーー」」「「無無料料配配布布」」ををすするる場場

合合にに限限らられれまますす））  
（（会会社社ののパパンンフフレレッットトににココピピーーししてて配配布布すするるここととななどどはは、、営営利利目目的的のの利利用用でですす

がが、、無無料料配配布布ででああれればばででききまますす））  
  

  

 

「「障障害害者者ののたためめのの非非営営利利目目的的利利用用」」ＯＯＫＫママーークク      
障障害害者者がが使使ううここととをを目目的的ととすするる場場合合にに限限りり、、ココピピーー、、送送信信、、配配

布布ななどど、、ああららゆゆるる非非営営利利目目的的利利用用をを認認めめるるママーークク  
（（変変更更、、改改変変、、加加工工、、切切除除、、部部分分利利用用、、要要約約、、翻翻訳訳、、変変形形、、脚脚色色、、翻翻案案ななどど

もも含含ままれれまますす））  
 

 

 

「「学学校校教教育育ののたためめのの非非営営利利目目的的利利用用」」ＯＯＫＫママーークク        
学学校校のの様様々々なな活活動動でで使使ううここととをを目目的的ととすするる場場合合にに限限りり、、ココピピ

ーー、、送送信信、、配配布布ななどど、、ああららゆゆるる非非営営利利目目的的利利用用をを認認めめるるママーークク  
（（変変更更、、改改変変、、加加工工、、切切除除、、部部分分利利用用、、要要約約、、翻翻訳訳、、変変形形、、脚脚色色、、翻翻案案ななどど

もも含含ままれれまますす））  
 
 

マークの意味 

画像出典：クリエイティブ・コモンズ・ジャパン ウェブサイト 
（https://creativecommons.jp/） 

１１．他人の著作物を利用したい場合 
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11 他人の著作物を利用したい場合 
――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
① 著作物に当たるか？ 

著作物の定義で説明したとおり、「単なる事実やデータ」「他人の模倣品」「ありふ
れたもの」「アイデア」「工業製品」などが著作物から除かれますが、何らかの形で創
作者の個性が発揮され、表現されているものであれば、多くの場合、著作物に該当す
ると考えた方がよいでしょう。 

 
② 保護対象となる著作物か？ 

日本において著作権が付与され、保護対象となる著作物は、「日本国民の著作物」
「日本で最初に発行された著作物」「条約によって保護の義務を負う外国の著作物」で
す。「実演」「レコード」「放送」「有線放送」についても、それぞれこうした限定があ
ります。我が国で流通している様々な著作物は、上記のいずれかの条件を満たすもの

他人の著作物を利用する際のフロー図   

①著作物に当たるか？ 

②保護対象となる著作物か？ 

③保護期間が満了しているか？ 

④権利制限規定に該当するか？ 

⑤権利者が判明しているか？ 

利用できる 

（ⅰ）利用の許諾を得る 
又は 

（ⅱ）著作権の譲渡を 
受ける 

（ⅲ）文化庁長官の裁
定を受けて利用する 
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【参考１】「クリエイティブ・コモンズ・ライセンス」について 

著作者が自らの著作物を公開する際に、その著作物の利用条件を意思表示するためのツールと
して、「クリエイティブ・コモンズ・ライセンス」というライセンスが国際的に利用されています。 
すべての権利を主張するいわゆる「All rights reserved」と、すべての権利を放棄する「パブリッ

クドメイン（PD）」の間で、いくつかの権利を主張する場合に利用され、「BY（表示）」、「NC（非
営利）」、「ND（改変禁止）」、「SA（継承）」の４つのマークの組み合わせができます。 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

【参考２】「自由利用マーク」について 
文化庁では、3 つのタイプの「自由利用マーク」を作り、文化庁のウェブサイトで公表して

います。それぞれのマークの趣旨や利用範囲に合致する限り、権利者は自由にマークを付ける
ことができます。 
 

「プリントアウト・コピー・無料配布」ＯＫマーク 
「「プリントアウト」「コピー」「無料配布」のみを認めるマーク 
（変更、改変、加工、切除、部分利用、要約、翻訳、変形、脚色、翻案などは含まれません。 
そのまま「プリントアウト」「コピー」「無料配布」をする場合に限られます） 
（会社のパンフレットにコピーして配布することなどは、営利目的の利用ですが、無料配布で
あればできます）  

「障害者のための非営利目的利用」ＯＫマーク 
障害者が使うことを目的とする場合に限り、コピー、送信、配布など、あらゆる非営利目的

利用を認めるマーク 
（変更、改変、加工、切除、部分利用、要約、翻訳、変形、脚色、翻案なども含まれます）  
 
「学校教育のための非営利目的利用」ＯＫマーク 
学校の様々な活動で使うことを目的とする場合に限り、コピー、送信、配布など、あらゆる

非営利目的利用を認めるマーク 
（変更、改変、加工、切除、部分利用、要約、翻訳、変形、脚色、翻案なども含まれます）  

 

 

「「ププリリンントトアアウウトト・・ココピピーー・・無無料料配配布布」」ＯＯＫＫママーークク      
「「ププリリンントトアアウウトト」」「「ココピピーー」」「「無無料料配配布布」」ののみみをを認認めめるるママーークク  

（（変変更更、、改改変変、、加加工工、、切切除除、、部部分分利利用用、、要要約約、、翻翻訳訳、、変変形形、、脚脚色色、、翻翻案案ななどどはは

含含ままれれまませせんん。。そそののまままま「「ププリリンントトアアウウトト」」「「ココピピーー」」「「無無料料配配布布」」ををすするる場場

合合にに限限らられれまますす））  
（（会会社社ののパパンンフフレレッットトににココピピーーししてて配配布布すするるここととななどどはは、、営営利利目目的的のの利利用用でですす

がが、、無無料料配配布布ででああれればばででききまますす））  
  

  

 

「「障障害害者者ののたためめのの非非営営利利目目的的利利用用」」ＯＯＫＫママーークク      
障障害害者者がが使使ううここととをを目目的的ととすするる場場合合にに限限りり、、ココピピーー、、送送信信、、配配

布布ななどど、、ああららゆゆるる非非営営利利目目的的利利用用をを認認めめるるママーークク  
（（変変更更、、改改変変、、加加工工、、切切除除、、部部分分利利用用、、要要約約、、翻翻訳訳、、変変形形、、脚脚色色、、翻翻案案ななどど

もも含含ままれれまますす））  
 

 

 

「「学学校校教教育育ののたためめのの非非営営利利目目的的利利用用」」ＯＯＫＫママーークク        
学学校校のの様様々々なな活活動動でで使使ううここととをを目目的的ととすするる場場合合にに限限りり、、ココピピ

ーー、、送送信信、、配配布布ななどど、、ああららゆゆるる非非営営利利目目的的利利用用をを認認めめるるママーークク  
（（変変更更、、改改変変、、加加工工、、切切除除、、部部分分利利用用、、要要約約、、翻翻訳訳、、変変形形、、脚脚色色、、翻翻案案ななどど

もも含含ままれれまますす））  
 
 

マークの意味 

画像出典：クリエイティブ・コモンズ・ジャパン ウェブサイト 
（https://creativecommons.jp/） 

１１．他人の著作物を利用したい場合 
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11 他人の著作物を利用したい場合 
――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
① 著作物に当たるか？ 

著作物の定義で説明したとおり、「単なる事実やデータ」「他人の模倣品」「ありふ
れたもの」「アイデア」「工業製品」などが著作物から除かれますが、何らかの形で創
作者の個性が発揮され、表現されているものであれば、多くの場合、著作物に該当す
ると考えた方がよいでしょう。 

 
② 保護対象となる著作物か？ 

日本において著作権が付与され、保護対象となる著作物は、「日本国民の著作物」
「日本で最初に発行された著作物」「条約によって保護の義務を負う外国の著作物」で
す。「実演」「レコード」「放送」「有線放送」についても、それぞれこうした限定があ
ります。我が国で流通している様々な著作物は、上記のいずれかの条件を満たすもの

他人の著作物を利用する際のフロー図   

①著作物に当たるか？ 

②保護対象となる著作物か？ 

③保護期間が満了しているか？ 

④権利制限規定に該当するか？ 

⑤権利者が判明しているか？ 

利用できる 

（ⅰ）利用の許諾を得る 
又は 

（ⅱ）著作権の譲渡を 
受ける 

（ⅲ）文化庁長官の裁
定を受けて利用する 
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がほとんどであり、多くのものは保護対象と考えた方がよいでしょう。 
なお、憲法その他法令などの著作物は、権利が及びませんので、自由に利用するこ

とができます（6 頁（ｲ）～（ﾆ）参照）。 
 
③ 保護期間が満了しているか？ 

｢著作物｣「実演」「レコード」「放送」「有線放送」のそれぞれについて、「保護期間」
が定められていますので、保護期間が満了しているものについては、権利者の了解を
得る必要がありません。ただし、さまざまな例外がありますので、よく注意すること
が必要です。 

 
④ 権利制限規定に該当するか？ 

第 30 条から第 47 条の７までに規定されている「権利制限規定」に該当する場合に
は、権利者の権利が制限され、著作権者の了解を得ないで利用することが可能です。 
権利制限規定は、あらゆる利用行為が対象とされている訳ではなく、例えば、「私

的使用のための複製（第 30 条）」では「複製権」を制限して利用可能としており、
「引用（第 32 条）」では「複製権」や「公衆送信権」等の権利を制限して利用可能と
していますので、権利制限規定がどの権利を制限しているのかをよく確認した上で、
利用可能かどうかを確認することが重要です。 
また、例えば、「引用（第 32 条）」の規定では、翻訳して引用することは可能です

が、翻案等の利用はできないこととされていますので、二次的な利用に関しては、翻
訳権・翻案権等の権利制限規定の適用範囲かどうかを確認することが必要です。（70
頁参照） 

 
⑤ 権利者が判明しているか？ 
（ⅰ）利用の許諾を得る 

 「権利者を特定する」 
    権利関係が単純な著作物の場合は大きな問題は生じませんが、映画の著作物の

ように複数の権利が関係する著作物の場合、映画全体の権利とは別に、小説家・
脚本家等の二次的著作物の原著作者の権利、音楽や美術作品等の著作者の権利、
実演家・レコード製作者の権利など、様々な権利が関係するため、誰が権利を保
有しているのかを確認することが必要となります。また、雑誌等の場合、個々の
写真やイラスト等に関して、写真家やイラストレーター自身が権利を保有してい
る場合や所属するプロダクションが利用に関する窓口となっているケースも考え
られます。このほか複数の者が権利を共有している場合もあれば、著作者の遺族

１１．他人の著作物を利用したい場合 

－49－ 

や第三者が権利を保有している場合など様々なケースが考えられますので、まず
は権利関係を確認し、権利者を特定することが必要です。 

 
「権利者に連絡を取る」 

出版物や音楽 CD 等、すでに何らかの流通手段によって商業利用されている著作
物等の場合、出版社やレコード会社等を通じて、著作者や実演家の了解を得ること
が可能なケースが多いと考えられます。また、著名な著作者等であれば、著作権関
係団体に問い合わせれば、利用申請の窓口を紹介してもらえる場合もあります。
（著作権等管理事業者が権利を管理している場合については、次頁参照。） 

 
「許諾を得る」 

「了解を得る」ということは、権利者と契約を交わすことを意味し、口頭の場合
でも契約は成立します。利用目的や利用方法によっては、了解が得られない場合や
使用料が高額になるケースも考えられます。逆に、利用目的、利用方法によっては、
使用料が無償又は低廉な額になるケースもあります。 
 

 「契約書を交わす」 
権利者の了解が得られた場合、後々のトラブルを防ぐために、利用する著作物を

特定した上で、利用目的、使途、使用料や報告義務等の各種条件について確認し、
お互いが契約内容を明確にした上で、「契約書」という形で文書を残しておくこと
が重要です。 
※文化庁ホームぺージで、「著作権契約書作成支援システム」を公開していますの
でご活用ください。 
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著作権等管理事業者が権利を管理している場合 

 
著作権等管理事業者は、権利者から権利の管理について委託を受け、利用者からの申

請に対して著作物等の利用許諾を行うとともに、徴収した使用料を権利者に分配する業
務を行っています。 
したがって、利用したい著作物等の権利を著作権等管理事業者が管理している場合は、

著作権等管理事業者に許諾申請を行い、管理事業者から許諾を得るとともに使用料を支
払うことで、適法に著作物等を利用することができます。 
例えば、音楽の著作物に係る権利を管理している日本音楽著作権協会（JASRAC）で

は、各種音楽イベントや各種施設での利用、インターネット上での利用、録音物・映像
ソフト・出版物での利用など、様々な利用形態に対応した使用料規程を定めており、多
くの利用についてカバーしていますが、利用形態によっては、JASRAC が委託を受けて
いない場合や、同じ著作物であっても利用形態によっては他の著作権等管理事業者に委
託しているケースもありますので、詳細については、それぞれの著作権等管理事業者に
お尋ねください。 
また、外国の著作物の日本での利用について、日本の著作権等管理事業者が外国の著

作権管理団体と相互管理契約を締結し、お互いに著作物使用料を送金し合っている場合
がありますが、この相互管理契約は、全ての分野で行われている訳ではなく、音楽を中
心に一部の分野にとどまっています。そのため、外国の著作物の利用については、分野
によっては、直接、外国の権利者に連絡をとって契約交渉を行うか、日本のエージェン
ト等の窓口を通じて利用の許諾を得ることが必要となります。 
なお、最新の著作権等管理事業者の情報は文化庁のウェブサイトをご確認ください。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

著作権等管理事業者 

権利者 利用者 

①  権利の委託 ②利用の許諾 

③使用料の支払 ④使用料の分配 
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（ⅱ）著作権の譲渡を受ける 

「著作権（財産権）」は、契約によって権利者から譲り受けることができます。 
なお、著作権法では譲渡人の保護規定（第 61 条第 2 項）があり、二次的な利用

に関する権利（第 27 条、第 28 条）については、契約において特掲されていない
ときは、譲渡した者に留保されたものと推定する旨、規定されているため、これら
の権利を含めた著作権の譲渡を受ける際、契約書に「すべての著作権（著作権法第
27 条及び第 28 条の権利を含む）を譲渡する」と記載しておく必要があります。ま
た、「著作者人格権」については、利用者に自由に使わせる必要がある場合などに、
著作者人格権を行使しない旨を規定する例も見受けられます。この場合、著作者と
しては、依頼者が著作物を改変、修正した場合や著作者の氏名を表示しなかった場
合でも異議を述べることができないといった不利益が生じるため注意が必要です。
（第61条）。 

さらに、著作権は分割して譲渡することも可能であり、例えば、複製権などの支
分権ごとの譲渡、期間を限定した譲渡、地域を限定した譲渡（米国における著作権）
なども可能とされています。 

 
（ⅲ）文化庁長官の裁定を受けて利用する 

著作権者等の許諾を得ようとしても、「権利者が誰だか分からない」、「（権利者が
誰か分かったとしても）権利者がどこにいるのか分からない」、「亡くなった権利者
の相続人が誰でどこにいるのか分からない」等の理由で許諾を得ることができない
場合があります。このような場合、権利者の許諾を得る代わりに「文化庁長官の裁
定」を受け、通常の使用料額に相当する「補償金」を供託することにより、著作物
を適法に利用することができます （第67条、 第67条の2、第103条）。 
裁定申請に当たっては、あらかじめ権利者と連絡を取るための「相当な努力」を

払う必要があります。 
この「相当な努力」として、以下のことを行っていただく必要があります。 
 

 
 
 
 
 
 

(ａ) 広く権利者情報を掲載する資料の閲覧（名簿・名鑑等の閲覧又はインターネッ
ト検索） 

(ｂ) 広く権利者情報を有している者への照会（著作権等管理事業者及び関連する著
作者団体等への照会） 

(ｃ) 公衆に対する情報提供の呼びかけ（日刊新聞紙又は公益社団法人著作権情報セ
ンターへの広告掲載） 
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なお、過去に裁定を受けた著作物等の権利者の捜索については、文化庁ウェブサ

イトに公開している「過去に裁定を受けた著作物等の情報を掲載したデータベース」
を閲覧することで、(ａ)及び(ｂ)の措置を替えることも可能です。 
 補償金の供託については、国等（地方公共団体、独立行政法人、国立大学法人、
大学共同利用機関法人、地方独立行政法人、日本放送協会を含む）の申請の場合、
補償金の事前供託は免除され、権利者が現れた場合に、文化庁長官が定める額の補
償金を直接権利者に支払うことも可能となっています。 
上記の裁定申請をした申請者は、文化庁長官が定める額の担保金を供託した場合

は、裁定又は裁定をしない処分を受けるまでの間、申請に係る著作物を利用するこ
とができます（裁定申請中の著作物の利用）。ただし、著作者が当該著作物の出版
その他の利用を廃絶しようとしていることが明らかである場合は、その著作物を利
用することはできません。なお、国等が申請者の場合、裁定申請中の著作物の利用
に係る担保金の供託は不要です。 
 上記以外に、著作物を放送（放送同時配信を含む）したいときに、著作権者との  
契約交渉がうまくいかない場合に、「文化庁長官の裁定」を受け、通常の使用料に
相当する「補償金」を著作権者に支払うことによって、著作物を利用する方法（第
68条）や、発売の日から 3 年を経過した市販レコード（音楽 CD など）に録音され
ている音楽を他の市販レコードに録音して販売したいときに、著作権者との契約交
渉がうまくいかない場合に、文化庁長官の「裁定」を受け、通常の使用料に相当す
る「補償金」を著作権者に支払うことによって、著作物を利用する方法があります
（第69条）。 
 
文化庁ウェブサイト内に「裁定の手引き」を掲載しておりますので、ご覧ください。 
http://www.bunka.go.jp/seisaku/chosakuken/seidokaisetsu/chosakukensha_fumei/ 
〈裁定制度についてのお問合せ先〉 
文化庁著作権課 
所在地 東京都千代田区霞が関 3-2-2 
電 話 03-5253-4111（内線 2847） 
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～著作物等の利用に関する新たな裁定制度の創設～ 
 

令和５（2023）年に著作権法が改正され、過去のコンテンツ、一般ユーザーが創
作するコンテンツ、著作権者等不明著作物等の膨大かつ多種多様なコンテンツについ
て、コンテンツの利用円滑化とクリエイターへの適切な対価還元の両立を図るため、
著作物等の利用に関する新たな裁定制度が創設されました。 

 
具体的な改正事項は以下の通りです。 
（１）集中管理がされておらず、その利用可否に係る著作権者の意思が明確でない

著作物について、文化庁長官の裁定を受け、補償金を支払うことで、時限的な
利用を可能とする。 

（２）著作権者は、文化庁長官の裁定の取消しを請求でき、取消し後は、時限的利
用は停止。利用されていた間の補償金を受け取ることができる。 

（３）手続の簡素化・迅速化を実現すべく、新制度の手続（申請受付・要件確認・
補償金の額の決定・補償金の収受等）の事務は、文化庁長官による登録や指定
を受けた民間機関が担うことができる。 
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具体的な改正事項は以下の通りです。 
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著作物について、文化庁長官の裁定を受け、補償金を支払うことで、時限的な
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（２）著作権者は、文化庁長官の裁定の取消しを請求でき、取消し後は、時限的利
用は停止。利用されていた間の補償金を受け取ることができる。 

（３）手続の簡素化・迅速化を実現すべく、新制度の手続（申請受付・要件確認・
補償金の額の決定・補償金の収受等）の事務は、文化庁長官による登録や指定
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【主な著作権等関係団体の相談窓口】 
取り扱う著作

物の種類等 
団体名 連絡先 

著作権全般 公益社団法人著作権情報センター 

〒164-0012 

東京都中野区本町 1-32-2 

ハーモニータワー22階 

03-5333-0393（著作権テレホンガイド） 

https://www.cric.or.jp 

文芸 公益社団法人日本文藝家協会 

〒102-8559 

東京都千代田区紀尾井町 3-23 

文藝春秋ビル新館 5階 

03-3265-9658（管理部：著作権関連全般） 

http://www.bungeika.or.jp 

脚本 協同組合日本脚本家連盟 

〒102-0082 

東京都千代田区一番町 21 

一番町東急ビル 2階 

03-6256-9961 

https://www.writersguild.or.jp 

脚本 協同組合日本シナリオ作家協会 

〒103-0013 

東京都中央区日本橋人形町 2-34-5 

シナリオ会館 2階 

03-6810-9550 

http://www.j-writersguild.org 

美術 一般社団法人日本美術家連盟 

〒104-0061 

東京都中央区銀座 3-10-19 

美術家会館 5階 

03-3542-2581 

http://www.jaa-iaa.or.jp/index.html 

美術 一般社団法人日本美術著作権連合 

〒103-0013 

東京都中央区日本橋人形町 2-8-11 

友高ビル３階 

03-5962-3408 

https://www.jart.tokyo 

写真 一般社団法人日本写真著作権協会 

〒102-0082 

東京都千代田区一番町 25 

JCIIビル 403 

03-3221-6655 

https://jpca.gr.jp 

漫画 公益社団法人日本漫画家協会 

〒160-0001 

東京都新宿区片町 3-1 

YANASE兎ビル 

03-5368-3783 

https://nihonmangakakyokai.or.jp/ 

音楽 
一般社団法人日本音楽著作権協会 

(JASRAC) 

〒151-8540 

東京都渋谷区上原 3-6-12 

03-3481-2121 

https://www.jasrac.or.jp 
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音楽 株式会社 NexTone 

〒150-0012 

東京都渋谷区広尾 1-1-39 

恵比寿プライムスクエアタワー20F 

03-5766-8080 

https://www.nex-tone.co.jp/ 

映像 公益社団法人映像文化製作者連盟 

〒103-0016 

東京都中央区日本橋子網町 17-18 

藤和日本橋小網町ビル 7階 

03-3662-0236 

https://www.eibunren.or.jp 

映像 一般社団法人日本映像ソフト協会 

〒104-0045 

東京都中央区築地 2-11-24 

第 29興和ビル別館 2階 

03-3542-4433 

https://www.jva-net.or.jp 

コンピュータ 

ソフトウェア 

一般社団法人コンピュータソフトウェア 

著作権協会 

〒112-0012 

東京都文京区大塚 5-40-18 

友成フォーサイトビル 5階 

03-5976-5175 

https://www2.accsjp.or.jp 

コンピュータ 

プログラム 
一般財団法人ソフトウェア情報センター 

〒105-0003 

東京都港区西新橋 3-16-11 

愛宕イーストビル 14階 

03-3437-3071 

https://www.softic.or.jp 

実演 

公益社団法人日本芸能実演家団体協

議会・実演家著作隣接権センター

(CPRA) 

〒163-1466 

東京都新宿区西新宿 3-20-2 

東京オペラシティタワー11階 

03-5353-6600 

https://www.cpra.jp 

実演 
一般社団法人映像コンテンツ権利処理

機構(aRma) 

〒107-0061 

東京都港区北青山 2-11-10 

青山野末ビル 301 

03-5775-4870 

https://www.arma.or.jp 

レコード 一般社団法人日本レコード協会 

〒105-0001 

東京都港区虎ノ門 2-2-5 

共同通信会館 9階 

03-5575-1304 

https://www.riaj.or.jp 

放送 日本放送協会(NHK) 

〒150-8001 

東京都渋谷区神南 2-2-1 

03-3465-1111 

※こちらの代表電話番号より知財センター

へお問い合わせください。 

https://www.nhk.or.jp 
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【主な著作権等関係団体の相談窓口】 
取り扱う著作

物の種類等 
団体名 連絡先 

著作権全般 公益社団法人著作権情報センター 

〒164-0012 

東京都中野区本町 1-32-2 

ハーモニータワー22階 

03-5333-0393（著作権テレホンガイド） 

https://www.cric.or.jp 

文芸 公益社団法人日本文藝家協会 

〒102-8559 

東京都千代田区紀尾井町 3-23 

文藝春秋ビル新館 5階 

03-3265-9658（管理部：著作権関連全般） 

http://www.bungeika.or.jp 

脚本 協同組合日本脚本家連盟 

〒102-0082 

東京都千代田区一番町 21 

一番町東急ビル 2階 

03-6256-9961 
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脚本 協同組合日本シナリオ作家協会 

〒103-0013 
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03-3542-2581 
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美術 一般社団法人日本美術著作権連合 

〒103-0013 

東京都中央区日本橋人形町 2-8-11 

友高ビル３階 

03-5962-3408 

https://www.jart.tokyo 

写真 一般社団法人日本写真著作権協会 

〒102-0082 

東京都千代田区一番町 25 

JCIIビル 403 

03-3221-6655 

https://jpca.gr.jp 

漫画 公益社団法人日本漫画家協会 

〒160-0001 

東京都新宿区片町 3-1 

YANASE兎ビル 

03-5368-3783 

https://nihonmangakakyokai.or.jp/ 

音楽 
一般社団法人日本音楽著作権協会 

(JASRAC) 

〒151-8540 
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東京都渋谷区広尾 1-1-39 

恵比寿プライムスクエアタワー20F 

03-5766-8080 

https://www.nex-tone.co.jp/ 

映像 公益社団法人映像文化製作者連盟 

〒103-0016 

東京都中央区日本橋子網町 17-18 

藤和日本橋小網町ビル 7階 

03-3662-0236 

https://www.eibunren.or.jp 

映像 一般社団法人日本映像ソフト協会 

〒104-0045 

東京都中央区築地 2-11-24 

第 29興和ビル別館 2階 

03-3542-4433 
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ソフトウェア 
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東京都港区西新橋 3-16-11 

愛宕イーストビル 14階 

03-3437-3071 
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公益社団法人日本芸能実演家団体協

議会・実演家著作隣接権センター
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東京都新宿区西新宿 3-20-2 

東京オペラシティタワー11階 

03-5353-6600 

https://www.cpra.jp 

実演 
一般社団法人映像コンテンツ権利処理
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青山野末ビル 301 
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レコード 一般社団法人日本レコード協会 
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東京都港区虎ノ門 2-2-5 

共同通信会館 9階 
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東京都渋谷区神南 2-2-1 
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放送 一般社団法人日本民間放送連盟 

〒102-8577 

東京都千代田区紀尾井町 3-23 

03-5213-7707（番組・著作権部） 

https://j-ba.or.jp 

有線放送 一般社団法人日本ケーブルテレビ連盟 

〒104-0031東京都中央区京橋 1-12-5 

京橋 YSビル４階 

03-3566-8200 

https://www.catv-jcta.jp/ 

出版 一般社団法人日本書籍出版協会 

〒101-0051 

東京都千代田区神田神保町 1-32 

出版クラブビル 5階 

03-6273-7061 

https://www.jbpa.or.jp 

企業・団体等

の複製利用 
公益社団法人日本複製権センター 

〒105-0002 

東京都港区愛宕 1-3-4 

愛宕東洋ビル 7階 

03-6809-1281 

https://jrrc.or.jp 

私的録音録画 
一般社団法人私的録音録画補償金管理

協会 

〒105-0021 

東京都港区東新橋 2-2-10 

村松・共栄火災ビル 5階 

03-6453-0066 

http://www.sarah.or.jp 

教育機関にお

ける公衆送信 

一般社団法人授業目的公衆送信補償

金等管理協会 

(SARTRAS) 

〒100-0014 

東京都千代田区永田町 2-4-3 

永田町ビル 6階 

03-6381-5026 

https://sartras.or.jp 

図書館資料の

公衆送信 

一般社団法人図書館等公衆送信補償

金管理協会（SARLIB） 

〒101-0051 

東京都千代田区神田神保町 1-32 

 
※日本行政書士会連合会では、著作権相談に対応できる「著作権相談員」を各地域に配置
しています。 
詳しくは、ホームページをご確認ください。  

 

 

 

日本行政書士会連合会 (https://www.gyosei.or.jp) 
 

https://www.sarlib.or.jp/  
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12 外国の著作物等の保護 
―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

著作物等は、国境を越えて利用されるため、世界中の国々はさまざまな多国間条約を結
んでお互いに著作物等を保護しています｡例えば、日本では、ドイツ人（ベルヌ同盟国国
民）の著作物等は日本の著作権法によって保護され、逆にドイツでは、日本人の著作物等
はドイツの著作権法によって保護されます｡  
（１）著作権関係条約の原則 
① 無方式主義：著作権・著作隣接権を享有及び行使する際に、登録、作品の納入、著

作権の表示など、いかなる方式も必要としないという原則です。 
 
② 内国民待遇：自国民に与えている保護と同等以上の保護を条約締結国民に与える、

という原則です。 
ベルヌ型の内国民待遇：国内法で規定している権利については、条約に規定してい

なくても内国民待遇を付与 
ローマ型の内国民待遇：条約上規定する権利についてのみ内国民待遇を付与 

 
③ 遡及効 

遡 及：条約の発効前に創作された著作物等であっても、発効時に保護されていた
ものについては保護 

不遡及：条約の発効後に創作された著作物等についてのみ保護 
                 項  目 
 条 約 名 内国民待遇 遡及効 

著 
作 
権 

文学的及び美術的著作物の保護に関するベルヌ
条約 ベルヌ型 遡 及 

 
著作権に関する世界知的所有権機関条約
（WCT、WIPO著作権条約） 

ベルヌ型 遡 及 

著 
作 
隣 
接 
権 

実演家、レコード製作者及び放送機関の保護に
関する国際条約（実演家等保護条約、ローマ条
約） 

ローマ型 不遡及 

実演及びレコードに関する世界知的所有権機関
条約（WPPT、WIPO実演・レコード条約） ローマ型 遡 及 

視聴覚的実演に関する北京条約 ローマ型 遡 及 
 知的所有権の貿易関連の側面に関する協定 
（TRIPS協定） 

著 作 権：ベルヌ型 
著作隣接権：ローマ型 遡 及 

※各条約の内容については 105 頁以降を参照 
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